
意見書案第６号 

 

国土強靱化に資する社会資本整備等に関する意見書  

 

近年、我が国は、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海
トラフ地震等の大規模地震も切迫している。また、高度成長期以降に集中的に
整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対応をしなければ負担
の増大のみならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。 
本市でも、平成３０年９月に発生した北海道胆振東部地震において、市内で

観測史上初めて最大震度６弱を観測し、道路の陥没や断水、大規模な停電が発
生するなど、市民の生活と地域の経済に大きな影響が生じた。 
今後は、こうした経験から得られた教訓を生かすとともに、北海道新幹線の

札幌開業を見据えた札幌駅周辺の再整備や、都心部への民間投資、老朽化した
都市基盤の更新など、街のリニューアルを進めることに加え、安定的な除排雪

体制の確保など、１年を通して市民や本市を訪れる人の安全を確保し、安心を
提供することが何より求められる。また、これらのことを国内外から人や投資
を惹きつける魅力と活力に溢れるまちづくりの実現につなげる必要がある。 
こうした中、地方財政は依然として厳しく、また資材価格の高騰や賃金水準

が上昇していることから、国と地方の適切な役割分担のもと、防災・減災、国
土強靱化に必要な予算を安定的かつ継続的に確保することが重要である。 
よって、国会及び政府においては、下記の措置を講ずるよう強く要望する。 
 

記 
 

１ 国土強靱化に資する社会資本の整備・管理が長期安定的に進められるよう、
公共事業関係予算の所要額を確保するとともに、地域の実態に鑑み予算を重
点配分すること。 

２ 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に進める
ために必要な予算・財源を例年以上の規模で確保するとともに、５か年加速
化対策期間完了後も、昨今の地震・豪雨・豪雪などの災害の状況を踏まえ、
国土強靱化に必要な予算・財源を通常予算とは別枠で確保し、継続的に取り
組むこと。 

３ 維持管理に活用可能な交付金制度を創設するとともに、すべての管理施設
の点検や診断、補修、更新が交付対象となるよう採択要件を緩和するなど、
地方負担の軽減を図ること。 

４ 地域の安全な暮らしや経済活動を支える基盤づくりのため、子どもたちの
安全・安心を守る通学路等の交通安全対策を強化・推進するとともに、冬期
における安全な道路交通を確保するための道路整備や除排雪を含む安定した
維持管理の充実に必要な予算を確保すること。 

 
以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
 
令和５年（２０２３年）１０月３１日 

 
札幌市議会   
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